







President of Kurashiki University of Science and the Arts， 
Professor emeritus of the University of Tokyo 
After the Fukushima nuclear a∞ident on 11 March 2011， environment has been contaminated with 
radioactive substances around the Fukushima area and big debate is going on about the health effects of 
low level radiation. This debate is thrown into confusion b配 ausemany people believe that the ‘'linear 
noo-threshold (LNT) hypothesis" is not a hypothesis but a scientifically established theory， and ask 






された空開放射線量は 15日、 1613， 21日に高値を

























































































































































































































































































































































































































































する自然放射線の量(年間 0.29mSv UNSCEAR) 
より少なく、対策の効果があったことが明らかにな
っている。しかし、このような政府の対策に不信感
を広げたのが事故の翌月の4月29日に起こった東京
大学教授の「涙の記者会見」だった。放射線の影響
について内閣にアドバイスをする内閣官房参与に任
命されていたこの人物は、政府が設定した年間
1-20mSvという校庭利用基準について、 r20mSvと
いう値は高すぎる」とテレビカメラの前で涙ながら
に抗議し、内閣官房参与の職を辞職したのだった。
この出来事の背景にはICRPの2∞7年勧告がある。
そこでは、 1年間の被ばく限度となる放射線量を平
常時は 1mSv未満、緊急時には20-100mSv、緊急
事故後の復旧時は 1-20mSvと定めている。これに
対して「基準を急に変更した」という非難の声があ
ったが、それは誤解であり、 ICRPの意図は『防護の
最適化」である。 LNT仮説を採用しているので被ば
く量をゼロにするのが望ましい。ところが平常時の
基準はゼロではなく 1mSvである。それは、もしゼ
ロにしようとすれば、自然放射線と医療用放射線以
外の一切の放射線を裕びないようにしなければなら
ない。しかし、病院や工場など放射線を使用してい
る場所で微量の放射線を裕びる可能性がある。それ
らを完全にゼロにすることは可能だが、そのための
莫大な費用を考えると現実的ではない。そこで被爆
を減らすメリットと、対策費が大きくなるデメリッ
トを勘案して、 1mSvという規制値を決めたのだ。
LNT仮説をそのまま当てはめると 1mSvの被爆はが
んによる死亡を 0.005%増やすという計算になるが、
実際に 1mSvの被爆でがんによる死亡が増えると考
えている専門家はいない。それでは今回の事故のよ
うに大規模な汚染が起こった時にはどう考えたらい
いのか。もし避難区域を 1mSv以上の地域に設定し
たら、避難区域は福島全県では収まらないだろう。
避難した人は肉体的、精神的、そして経済的なスト
レスを受けることになる。その大きさと、低線量の
放射線を被ばくするリスクとどちらが大きいのか。
それを十分に勘案して、避難区域は20・1∞mSvの聞
で決めることが合理的である、というのが ICRPの
考え方である。その背景には 100mSv以下の放射線
のリスクは場合によっては許容できる程度に小さい
という考え方がある。それは、 1∞mSvの放射線に
よりがんで死ぬリスクが増える程度 (0.5%)は野菜
不足のリスク (0.6%)とほとんど変わらないという
事実に基づいている。
この勧告に基づき、政府は事故後も住民が住み続
ける場合は 1-20mSvを限度とし、長期的には1mSv
未満を目指すとした。文部科学省は校庭利用基準を
年間 1・20mSvとしたのは、校庭の利用の判断基準で
あって、『年間 20mSvまで放射線を受けてよし、Jと
いう基準ではないと説明している。
ところが、『涙の会見」が大きく報道され、 r20mSv
という値は高すぎる。事故以前の年間 1mSvという
値にすべきだjという声が一気に広まった。そして 5
月 27日に政府は学校内において受ける線量につい
て、当面、年間 1mSv以下を目指すとともに、土壌
に関する線量を下げる取組に対し、固として財政的
な支援を行うこととした。
その後、 2011年9月27日に政府は年間 5mSv以
上の地核については国が除染を行う方針を発表した
が、1・5mSvの汚染地域の自治体や住民の強い反発で、
11月 11日には年間 1mSv以上の地域については国
が除染を行うように方針を変更した。このように、
低線量放射線の健康影響については、感情的な議論
とこれに押された政治的な決定が続いている。
このように、多くの人が持つ「放射能は怖いj と
いう先入観と、その背景にある LNT仮説への信仰に
近い思い込みが低線量放射線の影響についての科学
的な議論を妨げている。そして「各種の科学的なデ
ータから見て20mSvは許容できる線量であるjなど
という意見は、多くの人の「常識Jとは遭っている
ため、「何かおかしいJと思われる。そのような主張
の理由は、「この人物は原発賛成派で、政府・東京電
力の手先」と理解され、「だから信用できないjと判
断される。低線量放射線の問題とエネルギー問題は
なんの関係もないのだが、これを結びつける言動は
多い。このような状況の改善のために行われるのが
リスクコミュニケーションだが、「放射能は怖いJと
いう強固な先入観あるいは誤解がある中では極めて
困難な仕事であることも事実である。
専門家は「放射線を正しく恐れることが大事」と
言う。これに対して「正しく恐れるということは多
少のリスクを受け入れろ」という意味であり、だか
ら許せないという批判がある。そして、そのような
批判の背景にも LNT仮説への盲信と、「防護の最適
化」への理解不足がある。この状況を解決する最も
重要な第一歩は、科学的な事実を伝えて誤解を解く
ことだが、これに対して「科学者の言うことが本当
に正しいのか町、「一般の人の感情を無視するなJ
などの批判が起こる。そして、一般人の知織の不足
や誤解を解決することによりリスク管理に対する理
解が深まるという考え方は「欠如モデルJとして批
判を受ける。しかし、科学的知識のレベルをある程
度揃えない限り、議論は感情を基盤にするものにな
らざるを得ず、感情的対立は解消しない。
4.科学者の役割
原発事故以来、「科学の見直し輪」が盛んだ。例え
ば、科学が原発の「安全神話Jを支えていたという
認職は、「科学盲信Jを「科学不信jに変えたという
指摘、「科学は文化の視点を持ち、精神性を取り戻す
べきであり、倫理 ・社会学が科学の在り方を示すべ
きであるJなどの論調である(例えば日本経済新聞
2012.4.14文化欄)。日本学術会離によれば日本には
84万人の科学者がいるが、そのほとんどはこのよ
うな批判を自分のこととは考えていないだろう。特
殊な例外を除いてすべての科学者は日本学術会離が
掲げる倫理規範を守って誠実に研究を行ってしてい
ること、そして多くの科学者が応用とは直接関係が
ない基礎研究に従事しているからであり、不信感を
持たれる理由はないと考えているのだ。また基礎科
学者が「文化の視点を持ち、精神性を取り戻せJと
言われでも、戸惑うだろう。それは科学に特定の視
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点や精神を持ち込むことは、科学的論理だけで成り
立っている科学の意味を失わせるからである。もし
「原発安全神話」を作り上げた科学者がいるのであ
れば、前述のような批判は彼らに向けるべきであり、
科学者全体の責任にすることはこれまで以上に科学
者を「象牙の塔Jに追い込んで、社会との接触を希
薄にすることになる。
しかし、そのような批判が全く無意味なものとい
うことではない。我が国は国策として独創的・先端
的な科学技術を開発し、これによって新産業を創出
し、社会 ・経済の一段の飛躍を期すること、そして
人口、食料、環境、エネルギ一等、人類の将来に立
ちはだかる諸問題の解決のために科学設術の成果を
役立てることを目指している(科学技術基本法
1995)。一方、科学技術の応用が大きなリスク要因と
なり得ることもよく知られている。例えば高度経済
成長時代に起こった各種の化学物質による公害、牛
海綿状脳症 (BSE)、そして今回の福島第一原発事故
などである。従って、科学技術の発展が社会に与え
る可能性がある影響を事前に広く洗い出して組立不
備な立場で分析し、それを市民や政治家、行政に伝
え、科学技術の応用についての議論の喚起や意思決
定の支援をしようとする試み、すなわち技術の社会
的影響評価(テクノロジー・アセスメント)が行わ
れているが、この動きをさらに活性化することが重
要である。
すでに応用されている技術についてはリスクの軽
減、すなわちリスク管理の充実も緊急の課題である。
リスク管理策は行政が原案を作成し、政治がこれを
決定する。この時に参考にされるのは、科学に基づ
くリスク評価、国民感情、国際貿易の動向、経済へ
の影響、技術的可能性、費用対効果など多くの要因
である。これらすべての要因をある程度満足させる
ようなリスク管理策を作るという極めて困難な作業
は、本来は人文・社会科学の援助が必要な分野であ
るにもかかわらず、そのような体制は整っていない。
そのために必要なものが、安全の科学(レギュラト
リーサイエンス)、すなわち科学的な知見と行政が行
う規制措置等との聞の橋渡しとなる研究、そして行
政が行う安全確保のための規制措置やその規制措置
の国際的な調和を図る取組みを支援するための科学
の確立である。
一方、話は複雑になるが、リスク管理の根拠の一
つになるリスク評価については、基礎科学と同様に、
科学以外の要素の介入を拒絶すべき分野である。こ
こに個人的な思想、信条、価値観を持ち込むことは
恋意的なリスク評価を行うことになり、リスク評価
の存在意義を失わせるからである。食品関係につい
ては、従来はリスク評価とリスク管理を一つの省庁
が同時に担当していた。しかし、 BSE問題 (2∞1)
は経済の活性化が優先されて安全対策が軽んじられ
た結果であるという批判があり、食品安全基本法
(2003)によってリスク評価を内閣府食品安全委員
会に移し、リスク管理は従来通り厚生労働省・農林
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水蔵省等が担当することになった。それは、リスク
評価とリスク管理の性格が異なることを重視した結
果である。その後、 福島第一原発事故 (2011)も再
度閉じ問題を提起し、経済の活性化と切り離して安
全対策(リスク評価とリスク管理)が環境省原子力
規制委員会に移された(原子力規制委員会設置法
2012)。これは、リスク評価がリスク管理のために存
在ぃ両者が単独で存在しでも意味は無いことを重
視した結果である。食品安全委員会はすでに 10年近
い歴史の中でリスク評価とリスク管理の分離の有効
性を示してきたが、両者を一体とした方法の有効性
にういては今後の原子力規制委員会の活動が明らか
にするものと思われる。
リスク評価やリスク管理に協力する科学者の数は
それほど多くない。そして、その多くが大学等に勤
務する傍ら国の施策に協力している、いわばボラン
ティアである。そのような科学者が国の施策決定の
責任を転嫁されて「御用学者Jなどのレッテルを張
られ、非難される事例がある。そして科学者の聞に
は『研究に専念しているほうが楽しいし、問題も起
こらないから、社会の問題に関わるのは止めておこ
うJという風潮を広げている。政策の決定はあくま
で政治の役割であり、科学者は助言者としての役割
に徹し、政策決定を制約することはないという事実
が広く認められなければ、このような事態は繰り返
し起こることになろう。
最後に、 1978年6月に原水爆禁止国民会識が発行
し北パンフレット『原水禁運動の歴史と教訓』には、
以下の記述がある。「反原発闘争においては、原発に
関する知職、放射線障害に関する知識、“核分裂"と
はー体なにを意味するのかという一定の理解をもた
な〈てはならない.なぜなら、政府や電力はいわゆ
る専門家を動員しデタラメな数字を並べ、一方的な
理屈でその“安全性"を主張してくる。この政府・
電力のゴマ化しの理屈を見抜き、これに反論する知
的能力を蓄えなくては、運動はできない。J
ここに見られるような強い不信感が今回の事故の
後にも見られた。例えば、内閣府食品安全委員会が
2011年度に行ったアンケート調査では、放射性物質
を含む食品の健康に与える影響ついて不安を感じる
理由を訊ねているが、最も多い回答が 「放射線の健
康影響について科学者の見解が様々であるためjで
63.3%、2番目が「過去に経験したことがない事態の
ためJで 59.0%、3番目が「安全性についての科学
的根拠が納得できないJで 50.1%だった。低線量放
射線の健康影響について LNT仮説を金科玉条にし
て不適切な危険情報を流す「研究者Jが現れて混乱
を招いたこと自体は「言論の自由」がある以上仕方
がないのだが、専門の学会などが正しい情報をタイ
ミングよく繰り返して発信する体制が整っていなか
ったことも、「科学者の見解の不一致」、「科学的根拠
への不信Jという批判に応えられなかった一因であ
ろう。その結果、基準値以下であっても、食品に少
しでも放射性セシウムが入っていたら嫌、検出限界
以下 (ND)なら受け入れるという奇妙な風潮が広が
っている。
リスク管理において最も重要なことは、信頼関係
の構築である。どのような組織を作り、どのように
有効なリスク管理や危機管理を行なっても、それが
信頼されなければ受け入れられない.そして信頼関
係を築くためには長期間に渡る地道な努力が必要だ
が、信頼関係を失うのは簡単である。政府、行政、
事業者の信頼回復のための努力を自然科学と人文・
社会科学がどのように支援できるのか、議論は続い
ている。
